
貸　 借 　対 　照　 表

2023年３月31日現在
(単位:百万円)

流　動　資　産 13,131 流　動　負　債 13,962

312 3,838

7,156 2,610

1,646 178

347 98

69 2,961

14 1,272

1,034 211

1,096 597

28 517

1,496 936

48 450

△ 120 3

固　定　資　産 20,694 285

有形固定資産 15,105 固　定　負　債 1,459

2,160 722

1,702 539

5,243 69

3,063 128

1,365 15,421

540 純　資　産　の　部

1,030 株　主　資　本 18,013

無形固定資産 1,306 1,221

1,161 1,432

1 1,432

142 15,359

投資その他の資産 4,282 11

937 15,348

1,806 別 途 積 立 金 270

2 繰 越 利 益 剰 余 金 15,078

42 評価・換算差額等 390

898 390

132

481

23

△ 42 18,403

33,825 33,825

資　産　の　部 負　債　の　部

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 関 係 会 社 短 期 借 入 金

契 約 資 産
1 年 内 返 済 予 定 の
関 係 会 社 長 期 借 入 金

商 品 リ ー ス 債 務

仕 掛 品 未 払 金

貯 蔵 品 設 備 未 払 金

前 払 費 用 未 払 費 用

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

構 築 物 リ ー ス 債 務

リ ー ス 投 資 資 産 契 約 負 債

立 替 金 預 り 金

そ の 他 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金 役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

建 物 関 係 会 社 長 期 借 入 金

機 械 及 び 装 置 役 員 株 式 給 付 等 引 当 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品 そ の 他

土 地 負 債 合 計

関 係 会 社 株 式

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア 資 本 剰 余 金

リ ー ス 資 産 資 本 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

投 資 有 価 証 券 そ の 他 利 益 剰 余 金

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用 その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計
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損　 益 　計 　算　 書

自　2022年４月１日

至　2023年３月31日

(単位:百万円)

金　　　　　額

57,553

37,608

19,944

16,129

3,814

9

14

9

8

11 53

15

3

5

2 26

3,841

29

2

0 32

251

191 443

3,429

1,050

86 1,137

2,292

※記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他

科　　　　　目

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

保 険 配 当 金

受 取 奨 励 金

受 取 保 険 金

固 定 資 産 除 却 損

営 業 外 費 用

支 払 利 息

債 務 引 受 手 数 料

債 権 流 動 化 手 数 料

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

移 転 補 償 金

固 定 資 産 受 贈 益

そ の 他

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

2



 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 ················· 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

 ······· 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等······· 移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・仕掛品 

通信機器 ··················· 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ 

る簿価切下げの方法により算定） 

上記以外 ··················· 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿 

価切下げの方法により算定） 

貯蔵品 ······················· 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ 

る簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ３年～50年 

構築物 ２年～45年 

機械及び装置         ２年～13年 

工具、器具及び備品 ２年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

市場販売目的のソフトウエア ３年 

自社利用目的のソフトウエア ３年～５年 

上記以外の無形固定資産 15年 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。 
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(3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。ただし、当事業年度末においては、年金資産の見込額が退職給付債務見込

額から未認識数理計算上の差異を控除した額を超えているため、前払年金費用として貸借対照表の

投資その他の資産に計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15～18年）による

定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14～18年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。 

(5) 役員株式給付等引当金 

役員株式給付規程に基づく役員等への親会社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の負担見込額に基づき計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

(1) ブロードバンド通信 

  基本サービス(通信回線利用、宅内工事、機器の貸与他)及び付属するオプションサービスの提供

が主な履行義務であり、これらは顧客に対してサービスを継続的に提供するものであるため、契約

で定められた月額利用料を基礎として、一定期間にわたって収益を認識しております。 

(2)  システムインテグレーション 

    クラウドサービス、大手及びグループ会社向けのソフトウェア開発、パッケージ販売、導入支援、

保守が主な履行義務であり、クラウドサービスのうち、月額利用料は一定期間にわたって(顧客の利

用に応じて)収益を認識しています。それ以外は設定完了時・利用完了時の一時点において収益を認

識しています。なお、ソフトウェア開発は履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることがで

き、かつ一定の基準（一括請負金額が１千万円以上かつ開発期間１ヶ月以上）を満たす場合、進捗

率に合わせて売上計上しております。パッケージ販売、導入支援、保守については一時点において

収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)  グループ通算制度の適用 

       グループ通算制度を適用しております。 

(2)  法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行ってお

ります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 31,768,520千円 

２．偶発債務 

  債権流動化に伴う買戻義務 315,890千円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 122,078千円 

短期金銭債務 170,605千円 

４．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務 

  金銭債務 40,300千円 

 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金 134,771千円 

有価証券 69,897千円 

貸倒引当金 48,829千円 

未払事業税 44,735千円 

減損損失 36,316千円 

その他  147,819千円 

繰延税金資産小計 482,370千円 

評価性引当額 △129,409千円 

繰延税金資産合計 352,960千円 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金   △127,829千円 

前払年金費用   △61,793千円 

資産除去債務に対応する除去費用   △30,527千円 

繰延税金負債合計 △220,150千円 

繰延税金資産の純額      132,810千円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

(注１) 
取引金額 科 目 期末残高 

親会社 ㈱ＴＯ

ＫＡＩ

ホール

ディン

グス 

被所有 

直接 100.0% 

経営管理の委

託、役員の兼

任 

資金の貸借

取引 

390,730 関係会社 

短期借入金 

2,610,321 

  １年内返済

予定の関係

会社長期借

入金 

178,000 

  関係会社 

長期借入金 

722,000 

支払利息 4,996 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 資金の貸借取引につきましては、ＣＭＳ基本契約に基づき残高が毎日変動するため、取引金額につき純増減

額を記載しております。なお、㈱ＴＯＫＡＩホールディングスが市場金利を勘案した合理的な利率を設定し

ております。 

 

２．兄弟会社等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

 

取引金額 

 
科 目 期末残高 

親会社の 

子会社 

㈱ザ・

トーカ

イ 

 

なし 

 

データ伝送サ

ー ビ ス の 提

供、システム

開発・保守、

情報処理・運

用受託、シス

テム商品・製

品販売、クレ

ジット利用代

金等の回収代

行、オフィス

の賃借、役員

の兼任 

クレジット

利用代金等

の回収代行 

(注１) 

1,105 立替金 

 

676,232 

未収入金 

 

153,134 

    システム開

発・保守等 

(注２・３) 

 

2,001,246 売掛金 

(注２・３) 

 

1,541,770 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) クレジット利用代金等の回収代行についてはクレジットカードの利用等による手数料を取引金額として記載

しております。なお、期末残高には顧客からの回収代行総額を記載しております。 

(注２) システム開発・保守等については、一般顧客の利益率も勘案して、価格交渉により決定しております。 

(注３) ㈱ザ・トーカイとのシステム開発・保守等の一部については、形式的には当社とリース会社との取引であるも

のの、実質的にはリース会社を経由した当社と㈱ザ・トーカイとの取引による金額です。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額  500円26銭 

１株当たり当期純利益 62円31銭 
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